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・３歳未満の子を養育する従業員に関して、短時間勤務制度と所定外労働を
させない制度を措置し、そのほかに柔軟な働き方の導入（フレックスタイ
ム制、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、託児施設の設置運営その他これ
に準ずる便宜の供与）が１つ以上可能である 

  

制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（4）へ記載（別途様式可） 

・３歳以上の子を持つ従業員に関して、柔軟な働き方の導入（短時間勤務制
度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、所定外労働
をさせない制度、託児施設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与）が
１つ以上可能である 

  

制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（5）へ記載（別途様式可） 

・独自の育児休業の有給化、分割取得ができる制度がある   

制度について書面添付 

実績がある場合は考様式第3号

の（6）へ記載（別途様式可） 

・子育て支援サービス利用料（ファミリーサポートセンターなど）に対する

金銭援助を行っている 
  

制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（7）へ記載（別途様式可） 

・上記の取組について、非正社員への適用実績   

実績がある場合は参考様式第3

号の（8）-１・２へ記載（別途

様式可） 

・育児休業や短時間勤務制度等の利用をパンフレット等で周知・啓発してい
る 

  取組がわかる書面添付 

②  介護休業・看護休暇について                                ５    ７      計 24点 

・介護休業の取得者がいる  
 実績がある場合は参考様式第3

号の（9）へ記載（別途様式可） 

・介護休業の期間が法律（９３日）を上回っている  

 制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（10）へ記載（別途様式可） 

・要介護状態にある対象家族を介護する従業員に関する措置（短時間勤務制
度、フレックスタイム制、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ、介護サービ
ス費用の助成その他これに準ずる制度）を２つ以上制度化している 

 

 制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（11）へ記載（別途様式可） 

・要介護状態にある家族の通院付添等に対応するため、介護のための短期休
暇制度がある（要介護状態の対象家族1人あたり年5日、2人以上であれば
年10日取得可能など） 

 

 制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（12）へ記載（別途様式可） 

・看護休暇の取得者がいる  
 実績がある場合は参考様式第3

号の（13）へ記載（別途様式可） 

・看護休暇の対象者を小学校就学後又は、休暇日数が1人あたり5日を超える
か、2人以上であれば年10日を超える看護休暇が取れるなどの制度がある  

 制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（14）へ記載（別途様式可） 

・上記の取組みについて、非正社員への適用実績  

 実績がある場合は参考様式第3

号の（15）―１・２へ記載（別

途様式可） 

・介護休業や看護休暇制度等の利用をパンフレット等で周知・啓発している   取組がわかる書面添付 

③ 制度を利用しやすい職場づくり                                ２     ３      計 10点 

・育児・介護休業の利用者が出た場合の代替要員確保などを行っている   
実績がある場合は参考様式第3

号の（16へ記載（別途様式可）） 

・育児・介護休業者の円滑な職場復帰への支援（情報の提供、職場復帰のた
めの講習・面談制度等）を行っている 

  

制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（17）へ記載（別途様式可） 

・結婚・出産・育児・介護による退職者の再雇用の支援（希望者登録制度、
優先採用制度、研修制度等）を行っている（過去３年間で再雇用した実績
がある場合は実績欄へ○印） 

 

 制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（18）へ記載（別途様式可） 

④ 男性も育児等に取り組める職場環境づくり                         ２   ３（1項目は4点）    計 12点 

・男性の育児休業取得を推進している  

○印
４点 
取組について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（19）へ記載（別途様式可） 

・配偶者出産特別休暇の制度がある  

 
制度について書面添付 

実績がある場合は参考様式第3

号の（20）へ記載（別途様式可） 
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認証申請内容確認調査票添付書類 

 

○ 就業規則（労働基準監督署に提出済み）の写し 
・ 確認書類のひとつとして、「就業規則」の写しを添付してください（就業規則の施行日が基

準日（H25.4.1）以前であって、かつ労働基準監督署の受付年月日が、申請年度の応募期限

までのものに限ります）。 

・なお、従業員 10 名未満の企業等は法定ではありませんが就業規則に順ずる規定の写しを添付

してください。 

○「認証申請内容確認調査票」の各項目が確認できる書面 

認証基準１  

・取 組  

過去１年間（H24.4.1～25.3.31）において取組がある場合は、確認できる書面（書式任意）を

添付してください。 

＊就業規則に規定されている場合は、重複して添付する必要はありません。 

・実 績 

特に指定が無い場合は、過去３年間（H22.4.1～25.3.31）において該当者がいる場合は、別添の参

考様式に記入し、添付してください。 

＊個人情報を記入する必要はありません。 

認証基準２ 

各項目の実施内容が確認できる書面として、必ず申請年度の基準日（H25.4.1）以前に届出機

関に受理されたことが確認できる書面を添付してください。 

＊受付印が押印された届出書｛ただし、「みえ次世代育成応援ネットワーク」への登録 

は県からのパスワード取得通知（基準日以前のもの）｝の写しを添付してください。 

 

○次の関係法令等については、厚生労働省ホームページ「両立支援のひろば」をご覧ください。 

育児・介護休業法関係・次世代育成支援対策推進法関係・男女雇用機会均等法関係・ 

労働基準法関係・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律関係・       

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章関係             

     「両立支援のひろば」 http://www.ryouritsu.jp/bn04.html      
 


